
議案第２７号 

板橋区立学校における学校運営協議会の設置等に関する規則の一部

を改正する規則 

 上記の議案を提出する。 

令和３年３月２６日 

         提出者 板橋区教育委員会教育長 中川 修一 

 

板橋区立学校における学校運営協議会の設置等に関する規則の一

部を改正する規則 

 板橋区立学校における学校運営協議会の設置等に関する規則（令和２

年板橋区教育委員会規則第３号）の一部を次のように改正する。 

 第６条第１項中「関わらず」を「かかわらず」に改める。 

 第９条第１項中「という。）」の次に「の総数」を加え、同項に次の

ただし書を加える。 

  ただし、第６条第１項の規定による委員の総数は１５名を超えるこ

とができる。 

 第９条第４項ただし書を次のように改める。 

ただし、教育委員会が必要と認める場合は、当該人数を超えて委嘱

することができる。 

 第９条第５項を次のように改める。 

５ 前項本文の規定にかかわらず、第６条第１項の規定による委員とし

て委嘱する場合は、１５名以内とする。 

付 則 

 この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

  

 （提案理由） 

  学校運営協議会委員について、人数制限を変更するため。 
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板橋区立学校における学校運営協議会の設置等に関する規則 新旧対照表 

 

新 旧 

（複数校での設置） 

第６条 教育委員会は、前条の規定にかかわらず、同一の学びの

エリア（東京都板橋区立小学校及び中学校の就学指定等に関する

規則第２条第２項第５号に規定する学びのエリアをいう。以下同

じ。）内の全ての学校に係る一のＣＳ委員会を置くことができ

る。ただし、天津わかしお学校については、この限りでない。 

（複数校での設置） 

第６条 教育委員会は、前条の規定に関わらず、同一の学びのエリ

ア（東京都板橋区立小学校及び中学校の就学指定等に関する規

則第２条第２項第５号に規定する学びのエリアをいう。以下同

じ。）内の全ての学校に係る一のＣＳ委員会を置くことができ

る。ただし、天津わかしお学校については、この限りでない。 

 

（委員の委嘱等） 

第９条 ＣＳ委員会の委員（以下「委員」という。）の総数は、１

５名以内とし、次に掲げる者について、教育委員会が校長の推薦

（第１号に掲げる者を除く。）により委嘱又は任命する。ただし、

第６条第１項の規定による委員の総数は１５名を超えることが

できる。 

（１） 校長及び対象学校の副校長 

（２） 保護者 

（３） 地域住民 

（４） 地域学校協働活動推進員（社会教育法第９条の７第１項に

規定する地域学校協働活動推進員をいう。） 

（５） 学識経験者 

（６） 関係行政機関・教育機関の職員 

（７） その他教育委員会が必要と認める者 

２ 第６条第１項の規定による委員（前項第１号に掲げる者を除

く。）の推薦は、当該ＣＳ委員会の設置に係る全ての学校の校長

（委員の委嘱等） 

第９条 ＣＳ委員会の委員（以下「委員」という。）は、１５名以

内とし、次に掲げる者について、教育委員会が校長の推薦（第１

号に掲げる者を除く。）により委嘱又は任命する。 

（１） 校長及び対象学校の副校長 

（２） 保護者 

（３） 地域住民 

（４） 地域学校協働活動推進員（社会教育法第９条の７第１項に

規定する地域学校協働活動推進員をいう。） 

（５） 学識経験者 

（６） 関係行政機関・教育機関の職員 

（７） その他教育委員会が必要と認める者 

 

 

２ 第６条第１項の規定による委員（前項第１号に掲げる者を除

く。）の推薦は、当該ＣＳ委員会の設置に係る全ての学校の校長
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の同意をもって行うものとする。 

３ 校長は、第１項第２号から第４号までに掲げる者を必ず推薦

するものとする。 

４ 教育委員会は、第１項第２号から第５号まで及び第７号に掲

げる者を委員として、１０名以内で委嘱するものとする。ただ

し、教育委員会が必要と認める場合は、当該人数を超えて委嘱す

ることができる。 

５ 前項本文の規定にかかわらず、第６条第１項の規定による委

員として委嘱する場合は、１５名以内とする。 

 

 

６ 委員は、特別職の地方公務員の身分を有する。 

 

の同意をもって行うものとする。 

３ 校長は、第１項第２号から第４号までに掲げる者を必ず推薦

するものとする。 

４ 教育委員会は、第１項第２号から第５号まで及び第７号に掲

げる者を委員として、１０名以内で委嘱するものとする。ただ

し、第６条第１項の規定による委員として委嘱する場合は、１５

名以内とする。 

 

 

５ 第１項本文の規定に関わらず、第６条第１項の規定による委

員の総数は１５名を超えることができる。 

６ 委員は、特別職の地方公務員の身分を有する。 

 

 


